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　当社と日本生命保険相互会社（以下、日本生命）は経営統合し、2016年4月1日より新経営体制を発足いたしました。
　将来的なグループ価値の最大化に向けて、日本生命と協働してシナジーを具体化・実現することを基本方針として、グループ

シナジー戦略に取り組みました。今後も、グループ価値向上に向けて、両社で引き続き協議を行ってまいります。

日本生命保険相互会社とのグループシナジー戦略について

　また、日本生命との経営統合により当社の信用力が大幅に向上したことに伴い、当社の格付けはBBB水準からA水準まで
格上げとなりました。

　加えて、当社の信用力向上と格付向上を背景として、2016年7月に当社初の劣後債を発行し、財務基盤の強化を図りました。

①営業職員チャネル

②銀行窓販・代理店領域

③その他領域

＜商品相互供給＞
2017年1月より、日本生命から経営者向け商品として逓増定期保険の供給を受け、

当社にて「逓増定期保険　経営サポート」の名称で販売を開始いたしました。

また、2017年10月より、当社から「無配当一時払外貨建生存給付金付特殊養老

保険　ドリームロード」を供給し、日本生命にて「一時払外貨建養老保険　ドリー

ムロード」の名称で販売を予定しています。

＜銀行窓販領域＞
日本生命と連携し、当社平準払外貨建個人年金保険の取扱い金融機関の拡大を図り

ました。

＜代理店領域＞
日本生命の子会社代理店や事業提携先で当社の外貨建商品の販売を開始しました。

具体的には2016年8月よりライフプラザパートナーズ、2016年9月よりNTTドコモ

での販売を開始いたしました。

＜資産運用＞
日本生命の子会社であるニッセイアセットマネジメントの運用する投資信託へ投

資を行いました。また、両社で定期的なノウハウの共有や情報交換を行うとともに、

当社から日本生命へトレーニー派遣を行いました。

＜人材交流＞
日本生命との経営統合をきっかけとして、両社間で若手職員の相互出向による将来

的なシナジー発揮につなげる人材交流や、両社の相互理解を深め、自己研鑽につな

げるための交流会を開催しました。

当社は2015年度から2017年度を計画期間とする中期経営計画を策定しています。その概要は次の通りです。

【取組みの方向性】
「営業職員によるサービス体制の拡充・強化」、「強みとなる分野づくり」、「業務の効率化と固定費削減によるコスト効率の改善」

を柱に据えて、持続的な企業価値の向上を目指して以下の課題に取り組んでまいります。

これら3つの柱に取り組むことによって、「保有年換算保険料（定額保険）の反転」及び「株主配当復配可能な利益水準の確保」

を目指してまいります。

中期経営計画（2015年度～2017年度）の2年目として、計画を達成すべく下記の課題に取り組んでまいりました。

お客さまと対面する営業職員・サービスパートナーの採用・育成に加え、商品・サービスの充実や法令への適切な対応を通じた

更なる対面コンサルティングサービスの向上、及びお客さま利便性向上に向けて取り組みました。

　新商品の取扱い開始
2016年4月1日より、多様化するお客さまの保障ニーズやライフスタイルの変化にしっかりと「よりそう保険。」をコンセプト

に開発した新しい主力商品『大樹セレクト』（無配当保障セレクト保険）、及び持病や既往症があるお客さま向けの引受基準緩和

型医療保険『おまかせセレクト』（無配当保障セレクト保険）を発売しました。

また、2016年10月1日より、円建と比較して高い予定利率の外貨建で効率的に一生涯の保障を準備できることに加え、「生

きるための保障」や割安な保険料で保障を提供できる「低解約返戻金特則」といった新たな選択肢によりお客さまの多様な

ニーズに合わせたプランニングを可能とした『ドリームクルーズワイド』（無配当外貨建終身保険）を発売しました。

　お客さま向けサービスのレベルアップ
2016年10月1日より、保険金等の受取人をはじめとするご家族の方に、ご契約者と同等の範囲で情報を開示することが可能

な「ご家族登録制度」について、手続きの利便性を高めるため、ご契約のお手続きと同時にお申し込みいただけるように取扱い

を改定しました。

コールセンターでは明るく親身な対応を行うことに加え、お客さまのニーズに的確に対応し、必要な情報の提供を心掛けて

お客さま対応を行いました。その結果、HDI-Japanが主催する2016年度公開格付け調査「問合せ窓口」部門において、最高

ランクである『三つ星』評価を3年連続で獲得しました。

　保険業法改正への対応
意向把握・確認義務や情報提供義務が定められた改正保険業法の2016年5月施行を踏まえ、お客さまからお伺いしたご意向

と提案プランの関係を説明するなど一連の活動を体系化してお客さま満足度・納得度を高める取組みを行うとともに、販売資

料に関しては、読みやすく、分かりやすい表示となるよう工夫に努めました。

［1］営業職員によるサービス体制の拡充・強化

2016年度における取組み

1.中期経営計画の取組み状況について

中期経営計画の概要（2015年度～2017年度）

営業戦略

コスト効率の改善
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2.強みとなる分野づくり

3.業務の効率化と固定費削減によるコスト効率の改善 中
期
経
営
計
画
の
取
組
み
状
況
に
つ
い
て

1



m_print_CS6_2017_170706_k

中
期
経
営
計
画
の
取
組
み
状
況
に
つ
い
て

1

76

当社の親密先企業やその関係会社、全国各地の中小事業所への営業体制を強化し、サービスレベルの改善を進めました。この

分野を、当社の成長をリードする強み分野とし、事業所基盤を通じた取引きの更なる拡大を図りました。

　中小法人向けへの取組み
当社の親密先企業やその関係会社、全国各地の中小事業所のお客さまへのアクセスを強化する取組みとして、企業にお勤め

の従業員さま向けセミナーの開催やキャンペーンを実施するとともに、中小企業団体中央会と連携して企業向けの異業種交流

会・セミナーを共同開催しました。

また、2016年11月に、愛媛県と包括連携協定を締結し、県内ものづくり企業とのビジネスマッチング等を支援することで、

中小事業所のお客さまとの関係構築を行いました。

　伝統的に優良基盤をもつ地域・都心部への取組み
当社が伝統的に優良基盤をもつ地域や都心部を中心に経営資源を投入し、地域単位で市場を上回る成長を目指す取組みとして、

地域事業への協賛を行うとともに、営業職員組織の拡充を目的に、営業職員採用を主な職務とした要員の配置を継続し、また、

税務や年金等に関するセミナーの開催により地域のお客さまに密着した営業活動を行いました。

コスト競争力を高めるとともに、将来の成長に向けた戦略的な投資余力を創出するため、コスト効率の改善を進めました。

　業務の効率化・固定費削減への取組み
物件費の削減に向けた取組みを継続するとともに、全国の営業部や保険事務部門等で業務の可視化・標準化を推進する「業務

の見える化」に引き続き取り組むことにより、業務の効率化を図りました。

　以上の結果、中期経営計画の目標として掲げている「保有年換算保険料（定額保険）の反転」を実現いたしました。

［2］強みとなる分野づくり

［3］業務の効率化と固定費削減によるコスト効率の改善

2.2016年度決算の状況

契約の状況

リテール営業関係（個人保険・個人年金保険）
　新契約年換算保険料（注）は、新商品「大樹セレクト」の販売が

好調に推移したものの、予定利率を引き下げたことにより外貨

建保険の販売が減少したこと等から、前年度比5.0%減の321

億円となりました。また、医療保障・生前給付保障等の第三分野

は、前年度比14.3%増の121億円となりました。

　保有契約年換算保険料は、医療保障・生前給付保障等の第三

分野は、前年度末比3.1%増の1,306億円となりましたが、

個人保険と個人年金保険合計は、解約・失効・満期・年金支払等

による減少が新契約を上回っており、前年度末比0.8%減の

4，970億円となりました。

　中期経営計画において経営目標に掲げている定額保険の保

有契約年換算保険料の反転については、前年度末比0.1%増と

保有反転を実現しました。

　保障額ベースの新契約高は、前年度比24.4%減の8,514億

円となり、保有契約高については、前年度末比4.4%減の20兆

9，381億円となりました。

　解約・失効については、年換算保険料ベースでは、前年度比

14.2%減の183億円、解約失効率（解約・失効年換算保険料の保

有契約年換算保険料に対する比率）については、0.48ポイント

改善し、4.13%となりました。なお、死亡保障金額ベースでは、

前年度比7.1%減の1兆1，200億円、解約失効率（解約・失効高

の保有契約高に対する比率）については、0.15ポイント改善

し、5.21%となりました。

（注）年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数
を乗じ、１年あたりの保険料に換算した金額です。（一時払契約等は保険料を保険
期間で除して算出しています。）また、「医療保障・生前給付保障等」については、医
療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付
等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除き、特定疾病罹患、介護等を
事由とするものを含みます。）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

ホール営業関係（団体保険・団体年金保険）
　団体保険の保有契約高は、前年度末比0.4%増の13兆9,132億

円となりました。団体年金保険については、前年度末比0.9%増

の8,227億円となっています。
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1.中期経営計画の取組み状況について




